
 

 

主要課題１●雇用の場における男女平等の確保 

施策の方向１●雇用の場における男女の機会均等の徹底 

具体的事業 区分 実施状況 担当課 達成度 効 果 

ハローワーク常総から毎週求人情報を提供されてお

り，市役所・各公民館に配布。今後は，ＨＰなども検

討。 

経済課 ２ ｆ ７９ 均等な雇用機会等の確保

に向けた広報・啓発の推

進 

《概要》 

事業者，市民に対して「男女機

会均等法」等の周知徹底を図る。 

継続

広報もりや（６／１０号）で「改正 男女雇用機会均

等法」について解説した。（記事掲載担当：ハーモニ

ー結） 

くらしの支援課 ３ ｄ，ｆ 

８０ 就業状況に関する調査の

実施 

《概要》 

女性労働者の就業状況を把握す 

るため，「男女機会均等法」の実 

施状況について調査を実施す 

る。 

新規 年度末～次年度にかけて，市内の事業所を対象に推進

状況調査を実施し，「男女雇用機会均等法」の実施状

況等を把握する。 

 

くらしの支援課 ４ ｃ，ｄ，ｈ 

 

施策の方向２●女性の能力発揮促進のための支援 

具体的事業 区分 実施状況 担当課 達成度 効 果 

８１ 能力発揮促進のための情

報収集・提供 

《概要》 

関係機関で開催する研修等の情 

報を収集し，提供する。 

継続 関係機関より研修等の開催通知があった際には，広報

やホームページにて情報を提供する。 

経済課 １ ｆ 

基本目標３ 雇用の場における男女平等の推進 
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８２ 就業に関する情報の収

集・提供 

《概要》 

関係機関で開催する研修等の情

報を収集し，提供する。 

 

継続 「いばらき就職支援センター」について，ＨＰ・ポス

ターなどで情報提供。 

その他関係機関から研修等の連絡があった場合には

随時広報・ＨＰなどで情報を提供する。 

また，ハローワーク常総より週に１度求人情報の提供

があり，市役所・図書館・各公民館に配布し，市民に

提供している。 

経済課 １ ｆ 

８３ 新しい就業形態に関する

情報提供の充実 

《概要》 

ＳＯＨＯ（＊１）やテレワーク

（＊２）などの情報技術を活用

した新しい就業形態を促進する

ため，情報提供の充実を図る。 

新規 関係機関より研修等の開催通知があった際には，広報

やホームページにて情報を提供する。 

経済課 １ ｆ 

８４ 各種講座・セミナーの開

設 

《概要》 

女性の能力開発のための講座や 

セミナーを開設する。 

新規 市独自で講座・セミナーを行うのは難しいため，現在

ポリテクセンター茨城や中小企業基盤整備機構，野田

地域職業訓練センターで行っている講座の情報提供

を行っている。県の事業である女性のための創業支援

セミナー等も今後ＨＰ・広報でお知らせしていく。 

 

経済課 

くらしの支援課 

２ ｂ，ｆ，ｈ 
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テレワーク（＊２） 
情報通信を活用した遠隔型の就労形態のこと。その形態の一つとして，本社から

離れた近郊の事務所に出勤して仕事をする「サテライトオフィス勤務」，自宅に 
いながら仕事をする「在宅勤務」，携帯情報端末を利用して移動先で仕事をする 
「モバイルワーク」など。 

ＳＯＨＯ（＊１） 
SmallOffice Home Officeの略。情報通信ネット
ワークや情報通信機器を活用し，自宅や小規模な

事務所で仕事をする独立自営型の就労形態。 



主要課題２●職場における両立支援の推進と環境の整備 

施策の方向１●職場における両立支援の推進と環境の整備 

具体的事業 区分 実施状況 担当課 達成度 効 果 

８５ 「育児・介護休業法」に

関する普及・啓発の推進 

《概要》 

育児や介護を担う労働者が働き 

続けられるよう，男女とも取得 

できる「育児・介護休業法」の 

周知を図る。 

継続 関係機関より研修等の開催通知があった際には，広報

やホームページにて情報を提供する。 

経済課 １ ａ，ｃ，ｆ 

８６ 事業所等における育児・

介護休業制度の導入促進 

《概要》 

事業所に対して，育児・介護休 

業制度の導入の促進と，職場復 

帰しやすい環境づくりについて 

の働きかけを行う。 

継続 県労働政策課のリーフレットを配布。今後雇用均等室

の情報をＨＰに掲載する。 

経済課 ２ ｄ 

８７ 労働時間の短縮等につい

ての啓発の推進 

《概要》 

職場・家庭・地域のバランスの 

とれた生活を確保できるよう 

に，労働時間の短縮等について 

啓発を進める。 

継続 今後，県雇用均等推進室の情報をＨＰに掲載してい 

く。  

経済課 ５  
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５８（再）家庭生活の責任分担

に関する啓発の推進 

拡充  くらしの支援課 ２ ｃ，ｇ 

８８ 母性健康管理に関する啓

発の推進 

《概要》 

職場における母性健康管理に関 

する意識啓発を行う。 

継続 今後，県雇用均等推進室の情報をＨＰに掲載してい

く。 

経済課 ５  

６０（再）介護に関する講座の

開設 

継続  介護福祉課 ２ ｇ 

 

施策の方向２●子育て支援策の充実 

具体的事業 区分 実施状況 担当課 達成度 効 果 

８９ 保育所（園）の整備 

《概要》 

施設の老朽化に伴う改築や待機 

児童解消のため，保育所（園） 

の整備を行う。 

 

拡充 平成１９年４月１日に市内松前台につくば国際百合

ヶ丘保育園を開園した。定員９０名で待機児童解消に

大きく貢献した。 

 

児童福祉課 １ ｆ，ｈ 

９０ 延長保育の充実 

《概要》 

保育所の通常開所時間外の保育 

ニーズへの対応を図る。 

 

継続 全保育所で実施。 
平成１８年４月１日に市内松前台に開園した守谷保

育園においても，早朝７時から夜７時までの保育を実

施した。（希望があれば夜９時まで） 

児童福祉課 １ ｆ，ｈ 
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９１ 病後児保育の導入 

《概要》 

家庭や保育士の居宅において， 

病気回復期にある児童を一時的 

に預かる保育導入を図る。 

新規 ファミリーサポートセンターにて対応している。 

○１８年度中の預かり件数  ４０回（２２名利用）

児童福祉課 ３ ｈ 

９２ 一時保育の充実 

《概要》 

保護者の疾病や冠婚葬祭，介護

等の理由により，児童の保育が

困難になったときの一時預かり

保育を充実する。 

継続 ○年間利用数 

まつやま保育園（私立）      ９０７件 

わかばのもり保育園（私立）    ６１６件 

 ファミリーサポートセンター    １５０件 

児童福祉課 ２ ｈ 

９３ 放課後児童クラブの充実 

《概要》 

保護者の仕事等により，放課後

に家庭が留守になっている児童

について，専用教室と空き教室

で遊びの指導や生活指導などを

行う。 

拡充 保護者の仕事により，放課後に家庭が留守になってい

る児童について，専用教室と空き教室で遊びの指導や

生活指導をおこない児童の健全育成を図った。 

・児童クラブ ９箇所で実施 

・利用人数 ３９３名（前年度利用者数３７８名） 

とくに１８年度は利用時間の延長や長期休み中の早

朝開所の声が多く，前年度までは１８時閉所だったも

のを１９時まで延長し，春・夏休みは朝９時開所を７

時半開所にした。 

生涯学習課 １ ｆ，ｈ 

９４ 幼稚園における預かり保

育の充実 

《概要》 

幼稚園における時間外の預かり

保育をさらに充実する。 

継続 各幼稚園において，時間外の預かり保育を行ったこと

により，父母が安心して仕事が出来るようになった。

 

児童福祉課 ３ ｈ 
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９（再）子育てハンドブック作

成・配布 

継続  児童福祉課 ２ ａ，ｂ，ｃ，

ｈ 

６（再）子育て・仲間づくりセ

ミナーの実施 

継続  生涯学習課 ４ ｇ 

９５ サタデーパパ教室の開催 

《概要》 

休日の父と子のふれあいを密に 

するため，父子でできる簡単な 

親子遊び教室を開催する。 

新規 ○事業実施状況 

奇数月 5, 7, 9, 11, 1, 3 月の第2土曜日（年６回）

参加親子  66組 

 

児童福祉課 ２ ａ，ｃ，ｇ 

９６ 子育て相談の実施 

《概要》 

電話や窓口で相談を受けたり， 

保育所（園）において園庭，園 

舎を開放し，必要な情報や関係 

機関の紹介・連絡を行う。 

継続 育児の悩みや相談を児童福祉課・家庭児童相談室・フ

ァミリーサポートセンター・各保育所等の施設にて育

児の支援を図った。昨今の核家族化・共働き世帯の増

加にともない育児の悩みや不安をもつ保護者が増加

し不安を解消できる場がない・・・などの要望に対し

て子育て支援センター事業や保健センター及び，児童

館・保育所などの施設の紹介をし，同じ育児の不安等

に悩みをもつ保護者同士が集い育児のノウハウや相

談等ができるような場の提供を促進し育児支援を図

った。 

保育所や子育て支援センターでは，両親が協力して子

育てしていくなかで悩みを気軽に相談ができるよう

な環境や意識をつくる意味でも親子で参加できる 

特に父親の参加）行事活動を実施した。 

（夏祭り，運動会，子育て講座等の実施を休日に） 

 

児童福祉課 １ ｈ 
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  ゆとりをもち安心して子育てができるために育児相

談を行っている。今後は育児不安の解消や虐待予防の

視点でも乳幼児育児相談を設定している。 

 

・電話相談件数･･･２４１件 

・窓口や来庁での相談 

･･･実人数９６人／述人数１０３人 

・サークル，育児相談等の計測・相談･･･５６３件 

 

保健センター ２ ａ，ｂ，ｃ 

９７ 家庭児童相談 

《概要》 

家庭における児童の健全育成を

図る児童相談及び指導を行う。 

継続 0歳から18歳未満の児童と親，又それにかかわる方

の相談を電話・来所・訪問にて行っている。 

年に 3回，市内公民館において土浦児童相談所の児童

福祉司・心理判定員・家庭相談員で相談を受けている。

昨年度の相談件数は142件（延べ回数758件）で，

育児不安・不登校の相談の増加がみられるのと内容的

にかなり複雑なものが多くなっている。 

 

児童福祉課 １ ａ，ｂ，ｃ，

ｅ，ｇ 
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主要課題３●職場における両立支援の推進と環境の整備 

施策の方向１●多様な働き方を可能にする就業条件の整備 

具体的事業 区分 実施状況 担当課 達成度 効 果 

関係機関から情報の提供があった場合には随時広

報・ＨＰ等で市民に提供していく。 

経済課 ２ ｈ ９８ 「パートタイム労働法」

等の普及・啓発の推進 

《概要》 

事業所に対し，短時間労働者や

非正規労働者の労働条件が向上

するよう「パートタイム労働法」

や「労働者派遣法」の普及促進

を行う。 

 

継続

年度末～次年度にかけて，市内の事業所を対象に推進

状況調査を実施し，「パートタイム労働法」等の普及・

啓発の推進をする。 

くらしの支援課 ４ ｃ，ｄ，ｈ 

８３（再）新しい就業形態に関

する情報提供の充実 

新規  経済課 １ ｆ 

 

施策の方向２●起業，再就職に対する支援 

具体的事業 区分 実施状況 担当課 達成度 効 果 

今後（社）いばらきニュービジネス協議会（県委託事

業）セミナーの情報を提供していく。 

経済課 ５  ９９ 女性起業家に対する講座

等の情報収集・提供 

《概要》 

女性の起業の手助けを図るた 

め，関係機関で開催する講座等 

の情報を収集・提供する。 

 

継続

県女性プラザ男女共同参画支援室が開設され，起業に

関する講座を実施しているため，情報提供をしてい

る。 

くらしの支援課 ３ ａ，ｂ，ｃ，

ｄ，ｆ 
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１００再就職に関する情報の提

供 

《概要》 

ハローワークや県，（財）２１世 

紀職業財団と連携し，就職・再 

就職のための情報を収集・提供 

する。 

 

継続 ハローワーク常総より週に 1 度求人情報の提供があ

り，市役所庁舎内・図書館・公民館で配布し，市民に

情報提供している。 

経済課 ２ ｆ 

１０１再就職講座の開設 

《概要》 

結婚や出産・育児等により一旦

仕事を辞め，再び働くことを目

指している女性を対象に，再就

職に必要な能力や意識を育成す

るための講座を開設する。 

 

新規 市独自で講座・セミナーを行うのは難しいため，県労

働政策課の情報を提供。（子育てママ再就職支援事業

等）ＨＰ・広報でお知らせしていく。 

経済課 

くらしの支援課 

２ ｈ 

 

施策の方向３●商工業・農業など自営業における働きやすい環境の整備 

具体的事業 区分 実施状況 担当課 達成度 効 果 

１０２女性の起業や経営参画の

促進 

《概要》 

産地直送販売などの活動を支援

し，女性の起業や経営参画を促

進する。 

継続 女性農業クラブ員は，地場野菜の販売や加工品を作る

ための勉強会を開催し，女性ならではの観点から農業

のあり方を考えている。また，女性農業士として，男

女共同参画のセミナーなどにも参加している。 

こうした活動を支援し，女性の起業や経営参画の促進

につなげていく。 

経済課 ２ ａ，ｃ 
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１０３商工会活動の推進 

《概要》 

商工業に従事する女性の経営能

力の向上や地域リーダーの育成

を図るための研修等への支援を

行う。 

継続 商工会を通じ，商工業に従事する女性の経営能力の向

上や地域リーダー育成のための研修会等の開催等の

支援をしていく。 

 

経済課 ２ ｄ 

１０４家族経営協定の周知・締

結促進 

《概要》 

家族経営体の構成員の役割分

担，給料制，休日労働時間等の

意識啓発を図る。 

継続 つくば農業改良普及センターと共に市内農業者に周

知を進め，３月２０日に市内５家族の「家族経営協定

調印式」を行うことができた。 

経済課 １ ａ，ｃ，ｄ，

ｆ 
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